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Ａ県発達障害者支援センターにおける現状と課題 
─成人期就労相談を事例に─
A Study of the Role and Status of A Prefecture Support Center for the  
Developmentally Disabled: 
A Case of the Adulthood Working Consultation
松　田　光一郎
MATSUDA Koichiro
はじめに
　2005年に、発達障害者支援法の施行により発達障害がはじめて法的に定義された。これにと
もない、支援体制の整備が開始され、2012年現在、全国の都道府県・政令指定都市において
86ヵ所の発達障害者支援センターが設置運営されている。
　発達障害者支援法第14条に規定されている発達障害者支援センターの役割は、当事者と家族
への専門的な相談や助言等の直接支援と、関係機関への情報提供、研修、連絡調整等の間接支
援である。また、具体的な業務として、①相談支援、②機関コンサルテーション、③就労支援、
④普及啓発、⑤県内の発達障害者支援体制整備の推進等と定められている。したがって、発達
障害者支援センターは、発達障害のある幼児から成人とその家族、そして関係機関を対象に、
様々な相談に応じながら、地域における総合的な支援ネットワークを構築するための中核機関
として期待されている。
　特に近年、成人期発達障害の問題がメディアや雑誌等で紹介されるようになり、発達障害者
支援センターでも就労相談の割合が急増してきている。そこで、本稿では成人期の就労相談に
着目し、Ａ県における発達障害者支援センター（以下、Ａ支援センター）における相談支援過
程および面接方法について検討し、発達障害者支援センターに求められる役割について考察す
る。
Ⅰ．Ａ支援センターにおける成人期相談の現状
１．成人期相談の状況
　Ａ支援センターは、2002年の開所以来、相談ケースの中で19歳以上の成人期相談者の割合が
年々増え、2009年度には年間約1,200人の相談者の６割強が成人期の相談となった（図１）。
　また、成人期の約半数は未診断であり（図２）、無職で在宅生活を送っているという状況が
みられた（図３）。こうした成人期相談の現状に対して予防的に取り組むために、早期の発達
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支援、学齢期における特別支援教育との連携は不可欠といえる。しかし、Ａ支援センターは、
行政的には厚生労働省、都道府県の福祉局の管轄であり、教育委員会や学校教育機関との連携
に関する仕組みは、いまだ整備されていない。また、教育現場においては、特別支援教育の推
進に伴い、コーディネーターの配置や個別の指導計画などの整備は進められてはいるものの、
障害特性の理解や教育支援方法についての明確なモデルが教員間で十分に共有されていないと
いう状況が見られた。
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図２　成人期相談者の障害種別状況※
※Ａ県発達障害者支援センター相談支援実態調査より
　この現状に対して、Ａ支援センターでは、就学前の療育機関、学校、福祉施設等で直接支援
図１　年齢層別数の推移（平成17～22年）※
※Ａ県発達障害者支援センター相談支援実態調査より
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に当たるスタッフへの研修や、当支援センターのスタッフによる上記の現場に出向いての巡回
相談が行われてきた。これまでのスタッフ研修で重視されてきたのが、発達障害の特性の理解
と、アセスメントに基づいた支援方法の作成である。これらの専門的な知識やスキルの習得に
向け、研修では基礎講座・実技研修・フォローアップを繰り返し、更に、定期的な巡回相談を
組み合わせることで、現場のスタッフがクライアントの個別性に合わせた支援を具体的に計画
し、実施する実践力の養成を目的とした支援者養成研修事業が実施されてきた。
図３　成人期相談者の所属先状況※
※Ａ発達障害者支援センター相談支援実態調査より
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　しかし、療育、学校、福祉施設等の支援機関との連携を組織的に実施していくためには、発
達障害の特性に合わせた支援を推進する地域やモデル機関の選定が必要となる。その結果、本
事業の実施にあたっては、事前に同意が得られ、継続的に協力が得られる機関が選定の対象と
なる傾向が強く、個々の地域性や支援機関の特性からも限定されがちであった。また、本事業
は２年間のモデル事業であり、実施されたスタッフ研修や巡回相談の有効性に関して、一定の
効果は見られたものの、特定の地域や支援機関に限られた成果となってしまった。したがって、
現状では来所による定期的な個別相談が中心であり、個別ケースへの介入が支援の主流におか
れていた。
２．地域連携と支援体制整備の必要性
　2006年からの成人期相談の実態を反映して、Ａ支援センターで最も多い相談内容は、発達障
害の診断ができる医療機関情報と就労に関する相談、次いで、日中活動の場や生活に関する相
談となっている。2011年の自立支援法の一部改正により、発達障害者を障害者自立支援法の対
象とすることが明確化されたことにより、身近な地域での診断、相談、日中活動や就労準備訓
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練の場などの受け皿の整備が急務といえる。しかし、Ａ支援センターの支援体制は、センター
長を含め５人の職員でＡ県のほぼ全域を管轄しており、管轄地域で暮らす発達障害者に対して、
直接支援を実施することは現実的に困難な状況であるため、地域の支援機関と連携した支援を
どのように構築していくかが課題となっている。
　また、これまでの成人期相談から明らかになった課題として、知的障害を伴う自閉症者にお
ける課題と、高機能自閉症やアスペルガー症候群等の知的障害を含まない自閉症者の課題が挙
げられる。前者は、行動障害の重篤化や自立スキル・職業スキルが未習得で、就労や地域移行
が困難な事例が挙げられる。後者は、未診断で本人・家族の障害受容や自己理解の困難性、二
次障害の重篤化、支援機関・マンパワーの不足、支援体制の未整備が挙げられる。
Ⅱ．支援過程と相談事例
１．支援過程
　成人期相談の特徴として、障害を認識して支援を受けながら働きたいという希望を持って相
談に来るケースもあれば、成人になるまで不適応が目立たず、社会生活を迎えてから生き辛さ
を実感して相談に訪れるケースも見られる。これらのケースで共通しているのが、障害特性で
ある、「社会性」、「コミュニケーション」、「イマジネーション」の課題に対しての具体的な対
処法や支援が求められている。Ａ支援センターの就労支援では、①インテークを経て障害特性
の整理を行い、②アセスメントを通じてクライアントのニーズを明らかにしたのち、③就労に
向けて移行する準備段階から、地域の支援機関に繋げていく。以下はこれらの支援過程の詳細
である。
①インテークの段階
　インテークでは、クライアントの主訴の確認を行い、アセスメントシートの項目に従い基本
情報を収集して課題を明確化する。アセスメントで得られた情報をもとに継続相談に向けた検
討会議で、相談の受理が決定されれば、継続相談で更にアセスメントを行い、支援計画が立案
される。インテークでは、クライアントの自己理解、支援者から見たクライアント理解に重点
が置かれている。相互理解を深めていく上で、支援計画（目標）を常に確認しながら、進めて
いくことが重要といえる。インテークから支援目標の立案までの過程は、図４の通りとなって
いる。
②アセスメントの初期段階
　この段階ではクライアントが、どういった生育環境を辿ってきたのか、また、ものの考え方
や思考の仕方、人との関係のとり方について生育歴を聞くことで、クライアントの特徴の把握
がなされる。発達障害の未診断の場合、発達障害かどうかの見立てをする上でも生育歴のヒア
リングは重要なポイントとなっている（表１）。
　エピソード等は、クライアントの捉え方を知る一つの手がかりであり、いじめや虐待等の経
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図４　就労準備チャート※
※支援者のための発達障がい者支援ガイドブック～成人期版～より
表１　ヒアリングポイント※
年齢 ヒアリングポイント
乳幼児期 ・発達の遅れ（言葉の遅れ）が、３歳未満からみられたか
・発語の時期─３歳未満から流暢に話せたか
・子育てに手がかかったか、手がかからなかったか
・集団（親子教室、保育園、幼稚園）時の様子で、他者への意識があったか
・同年代の子どもとの関係はどうだったか
・遊び方（玩具の使い方など他の子とは違うなど）はどうだったか
学童期 ・環境や変更の受け入れができたか
・同年代の子どもたちとの関係はどうだったか
・忘れ物（宿題、提出物等）をよく出し忘れていたか
・出席状況はどうだったか
・いじめをうけたことがあったか
・手のかからない子供だったか（指示通り行動していたか等）
・運動面の不器用さ、ぎこちなさ、球技などの苦手さがあったか
・何に興味を示していたか
青年期 ・勉強面（得意、不得意の教科差等）はどうだったか
・クラブ等の参加の有無はどうだったか
・出席状況はどうだったか
・友達関係はどうだったか
・いじめをうけたことがあったか
・進学の際の進路の決め方（自分できめたか）
青年期以降 ・勉強面、進路選択はどうだったか
・大学生活での様子はどうだったか
・履修状況はどうだったか
・ゼミでの様子はどうだったか
・就職活動での様子はどうだったか
・アルバイトの有無はどうだったか
・生活状況（行動面、日課の聞き取り）はどうだったか
 ※支援者のための発達障がい者支援ガイドブック～成人期版～より
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験がある場合は、人への不信感や強い劣等感を抱く傾向が高く、クライアントの生活背景を知
ることで、支援策のヒントに繋がっている。また、家族との関係において、両親や兄弟の理解
が得られる環境であるか、否定的な感情を抱いていないか、家族を含めた支援について検討が
おこなわれている。
③就労準備段階
　クライアントの働きたい理由が明確であることが就労の条件ともいえるため、この段階のク
ライアントに対しては働く目的や理由を表現できることが求められる。しかし、クライアント
の希望とは裏腹に、就労の土台となる生活面に問題がある場合もあり、生活リズムが乱れたり、
引きこもり期間が長いことから社会経験が不足していることも多い。したがって、支援者にとっ
てはこれまでの生育歴等に関するヒアリングを丁寧に行い、生活実態を把握することが優先事
項となる。そこで把握された実態から、今後の目標が明確にされる。就職へのステップには決
められた枠組みはなく、定められている訳でもない。障害特性ゆえの、見通しの持ち難さや就
労へのイメージの持ち辛さから、就労への過程を個別の状況に応じて具体化することが重要と
なる。例えば、どのような道程で、どのような準備が必要なのかをリストや図で視覚的に表し、
現在の就職活動への準備状況をクライアントと共に入念に確認していくことが必要となる。準
備状況の確認には、就労への準備チャートを活用して（図４）、クライアント自身の準備の度
合いを客観視し、今後の課題や優先順位の期間を区切って明らかにする。また、必要に応じて
活用する地域の支援機関や、支援者の役割、制度等の説明も行っている。
２．相談事例（註）
①Ｂさん（20代女性、アスペルガー症候群）
　Ｂさんの当支援センター来所時の相談主訴は、「仕事に就きたいがどうすればいいのかわか
らない」というものであった。Ｂさんは、これまで何度か障害を隠して働いた経験があったが、
どれも見習い期間で辞職しており、仕事への自信を喪失していた。
　その後、引きこもり生活に陥り、生活リズムも崩れていたため、Ａ支援センターの就労相談
を継続し、職業訓練等を受けるなどして、生活リズムを整えてから、就職活動を始めることと
なった。ところが、就職活動を始めるため、職種や労働条件の希望を検討したところ、「訓練
を受けたことが職場で活かせるかわからない」、「障害があるので本当に働けるのか不安」、「ど
の求人がいいのかわからない」、「経験したことがないからわからない」という心境であった。
多くの発達障害者は、未体験のことを想像するのが苦手であり、Ｂさんも働いた経験のない職
種や、労働条件に対して働くイメージが持てずにいた。
　そこでＡ支援センターの職員は、Ｂさんに仕事のイメージを持ってもらうため、実際の仕事
により近い形である職場実習を提案した。Ｂさんは、職場実習も未体験のため不安に感じてい
たが、短時間から開始するなど実習先に合理的配慮を要請することで、ようやく実習が開始さ
れることになった。職場実習では、キーパーソンとなる従業員から適切なサポートを受けなが
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ら、多様な作業を経験し、多くの作業体験を積むことができた。これにより、働く上での課題
が明確になり、今後の方向性を決めるために必要な情報も得られた。Ｂさんは、職場実習に参
加することで、「少し働けるイメージが持てた」、「これからは障害をオープンにしていきたい」
として、就職活動を再開することになった。これまで、Ａ支援センターの職員が、求人内容を
説明しても「イメージがわかない」と答えていたＢさんが、職場実習後は、「この仕事は、こ
れまでの実習で経験した内容と似ている」と、以前より求人内容を体験的に理解するようになっ
た。また、就職活動に対する積極的な行動も見られるようになった。
②Ｃさん（20代男性、アスペルガー症候群）
　Ｃさんは、大学卒業後に IT 関係の仕事に就いたが、「仕事になじめない」、「対人関係でし
んどくなる」等を理由に離転職を繰り返したのち、家族のすすめで受診し、発達障害と診断さ
れた。
　Ａ支援センター来所時、Ｃさんは「100％就職したい気持ちはあるが、今すぐは働く自信が
なく難しい」、「今後どうしたらいいのかわからない」と働く自信を喪失してしまっていた。詳
しく聞き取りを行うと「体力面に不安がある」、「対人緊張がある」、「コミュニケーションをう
まくとれない」、また、今後の見通しが立たないことから「このまま、一生仕事につけないの
ではないか」と不安を強く感じていた。また、仕事に就くためには働く準備が必要であるが、
何から準備を始めればよいのか分からないでいた。
　そこでＡ支援センターの職員は、Ｃさんに働く準備の必要性を説明し、働く準備を整えるた
めに年間計画（表２）を立案した。これを見たＣさんは「仕事を辞めたらすぐ次の仕事に就く
ものだと思っていたが、すぐに仕事に就くだけではなく、ステップに沿って準備していく方法
があるとわかり安心した」と認識を改めた。それ以来、もともと実直な性格であったＣさんは、
ステップにそって働く準備を整えていくことが可能となった。
表２　年間計画
計 画 内 容 期間
①自分の事を知る為に過去の事を振り返りながら自分の得意なこと、苦手
な事を整理する。
６ヵ月
②Ｂさんの発達障がいの特性を整理し、どんな工夫、配慮があれば生活、
働きやすいのか整理する。
③自分の適職を探すために職業評価や体験実習を受ける。 １ヵ月
④働く体力をつけるために訓練か実習を受ける。 １～６ヵ月
⑤訓練がうまくいけば実習を行い、仕事の自信をつけていく。 １～２ヵ月
⑥仕事探しをする。
③Ｄさん（30代男性、アスペルガー症候群）
　Ｄさんは、大学卒業後システムエンジニアとして５年間勤務していたが、対人関係のトラブ
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ルによる配置転換を繰り返し、最終的に解雇された。その後、離転職を繰り返すなかでうつ状
態となり、精神科を受診したところ、発達障害の診断を受けた。
　Ａ支援センター来所時の様子は、「職場でやるべきことはやっていたのに、周囲から疎まれ
ていたため、仕事が上手くいかなかった」と、これまでの原因のすべてを職場側にあるとして、
障害特性に起因した課題であることを認識できていなかった。一方で、「なぜ、今までの就職
が上手くいかなかったのかが分からない」また、「なにが適職なのか分からない」という困惑
も見られた。
　そこでＡ支援センターの職員は、Ｄさんの就職活動に向けて、これからどのようなプロセス
で取り組んでいけばよいのか、どのような支援を活用したらよいのかについて、具体的なイメー
ジが形成できるようにすることを目標として設定した。その上で、支援事例を交えながら、一
般就労と障害者就労の違いや、活用できる支援制度等についての情報をＤさんに提供した。加
えて、Ｄさんの適職を明らかにするために、地域障害者職業センターに職業評価を依頼した。
職業評価の結果、事務作業では正確な作業遂行が可能であることが確認された。その反面、口
頭指示では正確に理解できず、Ｄさんは自己判断で作業を進めてしまい、単純なミスを繰り返
すなどの課題も確認された。これにより、「なぜ、就職が上手くいかなかったのか」という疑
問が、「こうした行き違いが職場であったのかもしれない」という認識へと変化し、自己理解
が進んでいった。
Ⅲ．Ａ支援センターにおける就労相談の課題
１．事例にみられる支援ニーズ
　Ａ支援センターの就労相談では、個別の障害特性が見えにくいことから、アセスメントを通
じたクライアントの自己理解、支援者から見たクライアント理解に重点が置かれている。
　成人期相談の特徴は、就労を主訴に来所するケースが多く、クライアント自身の障害につい
ての認識は十分とはいえない。さらに、失敗体験の積み重ねで自尊感情が低下しており、自分
を肯定的に捉えられていないケースが多い。したがって、成人期支援においては、クライアン
ト本人の障害特性の理解に留まらず、とりわけ自尊感情の向上に対する支援機能が求められる。
　Ｂさんの事例では、発達障害の特性を理解した上で、未体験の仕事であれば体験を通してイ
メージを持てるよう、無理のない範囲から職場体験実習を開始し、体験を通して物事を伝えた
ことで、就職へのモチベーションが上がり、就労に向けた積極的な行動が生起し始めた。
　本ケースは、就労相談で把握した情報だけでなく、実際の作業体験や環境面から受ける影響
等、クライアント自身が就労に対するイメージを確認する機会として必要な支援であるといえ
る。　抽象的なイメージが苦手な発達障害者にとって、相談の流れや具体的な課題提示、振り
返り等の枠組みを決めておくことは有効である。また、必要に応じて視覚化した事物を提示し、
明確化することで、クライアントの認知特性に配慮した支援に繋がっていると思われる。
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　障害を認識して支援を受けながら働きたいという希望を持って相談に訪れるケースもあれば、
Ｃさんの事例ように、成人になるまで不適応が目立たず、社会生活をむかえてから行き辛さを
実感するケースもある。後者の場合、クライアントにとって見通しを立てられるプランを提示
することや、年間計画等を立案して共有することは、障害特性からも正しい理解を促すために
必要な支援である。
　Ｄさんの事例では、職業評価が行われていた。この事例のように、クライアント自身の障害
特性や、他者の意図や物事のとらえ方に関する行き違い等を明確にすることで、過去の仕事が
上手くいかなかった原因を整理し、対処方法を検討することは重要な支援の方法であると言え
よう。
　これら３事例からもわかる通り、Ａ支援センターで実施されている就労相談は、クライアン
トの個別情報を収集し、発達障害に関する特性の整理を行ったのち、地域の支援機関に情報移
行していくところに特徴がある。しかし、地域の支援機関の中には、就労支援のノウハウはもっ
ていても、発達障害の特性理解については十分でない機関もあり、就労移行支援が困難になり
Ａ支援センターが相談を受けるケースも少なくない。
２．アセスメントの重要性
　西村ら（2011）によると、就労支援のクライアントは以下の４つのタイプに分けられる。す
なわち、タイプ１は、クライアントの能力と職場環境のミスマッチから離転職を繰り返すケー
スであり、タイプ２は、社会人として社会生活を送っているものの、対人関係や職場環境の変
化に適応できなくなったケースである。タイプ３は、学齢期において不適応が目立つようにな
り、教員や保護者が卒業後の進路について相談を持ちかけるケースである。タイプ４は、学齢
期において、対人関係や学業のつまずきから、不登校や引きこもりに至ったケースである。Ａ
支援センターでも今後は、これらタイプごとの状況を踏まえた特性の整理を行い、クライアン
トのアセスメント情報として当事者や関係機関にフィードバックしていくことが求められる。
　さらに、障害概念が社会に認知されていくことに伴い、就労課題の原因を発達障害と関連づ
けるケースが増えていくと思われる。したがって、Ａ支援センターは、クライアントの障害特
性を明らかにし、課題改善に向けた方向性を示していかなければならない。そのためには、既
存の就労支援機関の役割や機能を理解し、それら関係機関に対して、Ａ支援センターとしての
具体的な役割を発信していくことが重要となろう。
３．コーディネート機関として
　成人期の就労相談が増えてきていることに伴い、就労に向けた具体的な支援に際して、既存
の支援機関との連携や支援ネットワークの構築は不可欠であるが、それ以前の直接支援の課題
として、クライアントへの障害受容や家族の障害理解に関することなど、Ａ支援センターが中
心となり果たしていかなければならない課題も多い。今回の事例でもわかるように、就職活動
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に際して障害をオープンにすべきかといった、自己の障害のとらえ方や障害に向き合う姿勢の
確立といった就労前支援の重要性が浮き彫りにされてきており、専門性を持った職員が丁寧に
就労相談に当たることが望まれている。しかし、現状の人員配置では、クライアントが抱えて
いるニーズに応えていくことは困難であるため、より身近な地域で必要な支援が受けられるよ
う、体制作りを行うことが発達障害者支援センターの主要な役割となってきている。
おわりに
　本稿では急増してきている成人期相談に着目し、Ａ支援センターの現状について調査を行っ
てきた。すでに検討したように成人期相談では就労に関するニーズが高く、現状の支援体制で
はマンパワー不足から管轄地域全てのクライアントに対し、直接的な支援を実施することは現
実的に困難であった。よって、この点では地域の就労支援機関との連携を柱に支援環境を整備
し、支援ネットワークを構築していくことが、Ａ支援センターに求められている。
　次に、就労相談の特徴についてすでに述べてきたように、Ａ支援センターで実施されている
インテークではクライアントの個別情報を丁寧に収集し、発達障害に関する自己理解を促すた
めに障害特性の整理を行い、アセスメントを通じてクライアントのニーズを明らかにした後、
社会適応に必要なアセスメント情報を地域の支援機関に提供しながら、具体的で直接的な支援
へと移行して行くことに主眼が置かれている。しかしながら、支援事例からはクライアント自
身の障害受容が不十分なため、失敗体験から自己を肯定的に捉えられないケースや成人になる
まで生きづらさの原因を発達障害と関連づけられなかったケースなど、クライアントの障害特
性の理解に留まらず、自尊感情に対する支援機能が求められている。
　今後は、地域にある就労支援機関との連携と協働に向け、二次機関としてのＡ支援センター
の役割を明確にすることやコーディネート機能を更に強化していくことが必要となるであろう。
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註
　Ａ支援センターで実施されている就労相談に筆者が陪席し、発達障害の診断を受けているクライアント
３名を対象に、相談ニーズの把握から就労への支援過程及び具体的な面接方法について観察とインタ
ビューを主とした調査を行った。調査期間については、平成23年４月から６月末までの３か月とした。ま
た、就労相談の陪席にあたっては、クライエントが調査協力を辞退したり、中断したりする自由をもって
いることを尊重し、プライバシーにふれる場合には、できるかぎりクライエントに本調査について説明を
おこない、同意を求めた。得られたクライエントの個人情報については厳重に保管し、秘密保護の責任を
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遵守すると共に、公表する必要のある場合は、支援機関、クライエントまたは法的保護責任者の同意を得
るなど、十分な配慮をおこなった。
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